
論文 一定持続引張荷重下の RC の時間依存変形に及ぼす水セメント比の影 

響に関する実験的検討 
 

泉 創太*1・井向 日向*2・犬飼 利嗣*3 

 

要旨：本論では，鉄筋コンクリート（RC）中のコンクリートの時間依存変形に及ぼす水セメント比の影響を

明らかにすることを目的とし，水セメント比が 30%，45%，60%の RC一軸引張供試体を用いた持続載荷試験

を実施した。その結果，水セメント比が高いほど，時間依存ひずみの構成要素の一つである付着クリープが

大きくなることが明らかとなった。この傾向は付着クリープの発生機構に内部ひび割れの発生・進展などの

破壊現象が関わっている可能性を支持する結果である。 
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1. はじめに 

鉄筋コンクリート（RC）曲げ部材の引張部において，

コンクリートはひび割れ後であってもテンションスティ

フニング効果によって引張力の一部を負担することが知

られている。このような RC 部材中の引張部コンクリー

トの力学挙動は，一般に RC 部材の終局耐力の算定にと

って重要ではないものの，部材のひび割れ幅やたわみを

精密に評価する上では重要といえる。 

 RC 中のコンクリートの引張応力およびひずみは，コ

ンクリート単体の引張クリープおよび収縮のみならず，

持続荷重下における鉄筋とコンクリートの付着の経時的

な損失（付着クリープ）によっても経時変化することが

明らかにされている 1)。著者らも一定持続荷重下のRC一

軸引張供試体を対象として，持続載荷中の乾燥条件や，

鉄筋径を含む供試体断面寸法などを実験変数とした検討

を過去に行っている 2)3)。一方，RC 中のコンクリートの

引張応力およびひずみは，各影響因子が複雑に影響した

結果として測定されるものであるので，その性質を解明

するには未だに実験的検討が不十分といえる。 

 RC 中のコンクリートの引張特性に影響を及ぼす因子

として，水セメント比は代表的なものであると考える。

コンクリート単体のクリープおよび収縮においては，水

セメント比が小さくなる，すなわち圧縮強度が大きくな

ると一般に（圧縮）クリープも収縮も小さくなる。また，

鉄筋とコンクリートの付着特性にとっては，圧縮強度が

大きくなるほど付着強度が大きくなることが知られてい

る 4)。したがって，持続荷重下の RC 中のコンクリート

の引張応力およびひずみに対し，水セメント比が及ぼす

影響は無視し得ないと推察される。 

 そこで本研究では，RC 中のコンクリートの引張応力

およびひずみの時間依存性に及ぼす水セメント比の影響

を検証することを目的として，水セメント比を実験変数

とした RC一軸引張供試体の持続載荷試験を実施した。 

 

2. 実験概要 

2.1 供試体概要 

実験に用いた RC 供試体，無筋コンクリート供試体の

形状・寸法を図－1に示す。RC供試体の寸法は 100 × 100 

× 1000 mmであり，供試体断面中央に配した鉄筋は供試

体両端部から 200 mm ずつ張り出している。無筋コンク

リート供試体は，断面を RC 供試体の断面と同じ寸法・

形状とし，自由収縮ひずみを測定する目的で作製した。 

使用材料を表－1 に，コンクリートの配合を表－2 に

示す。鉄筋は D19，SD345の規格のものを用いた。供試

体は打設から約 1 日後に脱型した。その後，直ちにラッ

プフィルムと気密防水テープを順に巻き付けることで封

緘した。封緘処理後，試験開始時まで供試体を温度 20 ℃，

相対湿度 60 %の恒温恒湿室内に静置した。試験には，水
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図－1 供試体概要 

 

表－1 使用材料  
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和の影響が無視し得ると考えられる材齢 28 日以上の供

試体を使用した。 

2.2 実験シリーズ 

 実験シリーズの一覧を表－3 に示す。供試体はすべて

1体ずつである。同表には JIS A 1108，JIS A 1113，JIS A1149

に準拠して測定したコンクリートの割裂引張強度，圧縮

強度，静弾性係数を示した。これらの測定には RC 供試

体と同環境にて封緘養生した直径 100 mm 高さ 200 mm

の円柱供試体を用いた。本研究では水セメント比を実験

変数とし，30%，45%，60%の 3 水準で比較した。供試体

名は左から順に載荷方法，鉄筋の有無，水セメント比を

示している。 

2.3 載荷方法 

実験で用いた載荷試験装置を図－2に示す。RC供試体

は自重による曲げの影響を排除するために垂直に設置し

た。供試体の鉄筋端部に取り付けたくさびグリップを介

して引張力を加えるように荷重を伝達させた。供試体に

作用する荷重は，載荷中の鉄筋単体のひずみを供試体の

端部から露出した鉄筋に貼付したひずみゲージ（ゲージ

長 5 mm）によって測定し，鉄筋断面積と同載荷装置で測

定した鉄筋のヤング係数を乗じることで求めた。 

静的載荷試験では，鉄筋が降伏するまで荷重を単調載

荷した後，直ちに除荷を行い試験終了とした。 

持続載荷試験では，RC 供試体中のコンクリートの引

張応力が，円柱供試体の割裂引張強度となるまで荷重を

単調増加させ，その荷重を 14 日間一定に保持した。この

ように持続荷重を設定したのは，持続載荷開始時の付着

の程度（RC 中のコンクリートの平均応力と引張強度の

比：以下，応力強度比と称する）が各供試体で同じとな

るように意図したためである。本実験では荷重は設定荷

重の誤差 ± 1 %以内になるように定期的に調整した。

載荷試験はすべて恒温恒湿室（温度 20 ℃，相対湿度 60 %）

内で行った。 

供試体の軸方向変位は，アルミ製の測定治具 2)により

測定した。この治具は，ひび割れ発生後は試験区間内に

おけるひび割れの開口を含めて試験区間の変位量を測定

できるものである。軸方向変位に及ぼす供試体端部の鉄

筋の局所的な抜け出しの影響が含まれないように，試験

区間は供試体中央部 500 mm とした。変位計には精度

1/500 mmのものを用いた。 

2.4 供試体の乾燥に伴うひずみの測定方法  

無載荷状態のコンクリートまたは RC について以下の

3 種類のひずみを測定した。1 つ目は RC供試体と同断面

を有する無筋コンクリートのひずみである（以下，自由

収縮と称する）。2 つ目は鉄筋による拘束を受ける RC供

試体のひずみである（以下，拘束収縮と称する）。3 つ目

は静的載荷試験を経てひび割れを生じさせた後，静置し

た RC 供試体のひずみである（ひび割れた RC の収縮と

称する）。自由収縮は，供試体中央の表面に貼付したひず

みゲージ（ゲージ長 60 mm）によって測定した。拘束収

縮は，供試体中央において内部鉄筋に貼付したひずみゲ

 
 

表－3 実験シリーズ 
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表－2 コンクリートの配合 

 
 

 

図－2 載荷装置 
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ージ（ゲージ長 5 mm）によって測定した。ひび割れた RC

の収縮については，静的載荷試験に使用した測定治具を

取り外さずにそのまま使用して供試体試験区間部の軸方

向変位を測定し，測定変位を試験区間長で除することで

ひずみとした。いずれも供試体と設置面との間に丸棒を

置くなどして測定を行った。 

2.5 ひび割れ幅の経時変化量の測定方法 

供試体表面に生じたひび割れの幅の経時変化量を持

続載荷試験中に測定した。所定の荷重まで単調載荷した

後ただちに，載荷によって発生したひび割れを挟むよう

にして，供試体軸に沿って標点距離 20 mm以内となるよ

うに計測チップを貼付した。チップ間の距離を内側マイ

クロメータ（精度 1/1000 mm）で定期的に測定した。こ

のようにして計測したチップ間の距離の変化量を，一定

持続載荷期間中のひび割れ幅の経時変化量とした。 

 

3. 載荷試験結果 

本研究の結果の整理においては，引張（伸長）方向を

正，圧縮（収縮）方向を負として結果を整理した。 

3.1 荷重－ひずみ関係  

各供試体の荷重―ひずみ関係を図－3 に示す。同図は

水セメント比ごとに単調載荷試験を実施した供試体の結

果と持続載荷試験に供した供試体の結果を示した。 

また，載荷試験で生じたひび割れ発生状況を図－4 に

示す。図中の供試体名の右側には各供試体の試験区間内

に生じたひび割れ本数を示した。持続載荷供試体では 3

本，単調載荷供試体では 4 本のひび割れが生じた。最大

鉄筋応力によるひび割れ本数の差が確認された。 

3.2 RC 中のコンクリートの応力－ひずみ関係 

持続載荷した供試体について，RC 中のコンクリート

の平均応力𝜎𝑐と平均ひずみ𝜀の関係を図－5に示す。同図

には RC 供試体と同バッチで作製した円柱供試体の割裂

引張強度を示した。𝜎𝑐は試験区間における鉄筋とコンク

リートの軸方向の平均ひずみが一致すると仮定して以下

の式(1)より求めた。 

𝜎𝑐 =
𝑃 − 𝐸𝑠𝜀𝐴𝑠

𝐴𝑐
 (1) 

ここに，𝑃：荷重，𝐸𝑠：鉄筋ヤング係数，𝜀：部材平均ひ

ずみ，𝐴𝑠：鉄筋断面積，𝐴𝑐：コンクリート断面積である。 

図－5 より最大応力は水セメント比が低いほど大きく

 
図－3 各供試体の荷重－ひずみ関係 

 

 
図－4 供試体表面のひび割れ発生状況（載荷試験終了時点） 
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図－5 RC 中のコンクリートの応力－ひずみ関係 
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なることが確認される。しかし，これらの最大応力は割

裂引張強度よりも小さい。水セメント比が 60％では引張

強度との差が小さいことも踏まえると，自己収縮が鉄筋

に拘束されることで載荷以前から引張力が導入され，RC

中のコンクリートの最大応力が見かけ上低下したためと

考えられる。また，RC供試体の付着の程度を表す比であ

る持続載荷開始時の RC 中のコンクリートの応力と最大

応力の比は 0.32～0.59 となっており，時間依存ひずみは

持続載荷開始時の付着の程度がこの比と同等の範囲で異

なる可能性があることに留意しなければならない。 

 

4．持続載荷に供した RC のひずみ成分に関する検討 

4.1 検討概要  

本章では載荷試験により得られた RC のひずみを以下

のように分類し，RC 中のコンクリートの時間依存挙動

について検討する。 

RC の平均ひずみ（全ひずみ）𝜀は，瞬間ひずみ𝜀𝑖と時

間依存ひずみ𝜀𝑡から成る。 

𝜀 = 𝜀𝑖 + 𝜀𝑡  (2) 

また，瞬間ひずみ𝜀𝑖は荷重の単調増加に伴うひずみ𝜀𝑙

と，ひび割れの発生に伴うひずみ𝜀𝑐𝑟𝑎から成る。 

𝜀𝑖 = 𝜀𝑙 + 𝜀𝑐𝑟𝑎  (3) 

さらに，時間依存ひずみ𝜀𝑡は RCの引張クリープ𝜀𝑐𝑟𝑒と

収縮𝜀𝑠ℎの和として表現できる。 

𝜀𝑡 = 𝜀𝑐𝑟𝑒 + 𝜀𝑠ℎ (4) 

持続載荷開始時の RC 供試体はひび割れており，ひび

割れ後の RC の引張クリープ𝜀𝑐𝑟𝑒はコンクリート単体の

引張クリープ𝜀𝑐𝑐と付着クリープ𝜀𝑏の和とみなせる。 

𝜀𝑐𝑟𝑒 = 𝜀𝑐𝑐 + 𝜀𝑏 (5) 

4.2 瞬間ひずみと時間依存ひずみに関する検討 

 載荷試験に供した RC 供試体の瞬間ひずみおよび時間

依存ひずみの一覧を表－4に示す。RC中のコンクリート

の応力強度比を統一しようとしたため，持続載荷開始時

の鉄筋単体のひずみは水セメント比が低いほど大きい。 

一定持続引張荷重下の RC の各ひずみに及ぼす水セメ

ント比の影響を確認する。全ひずみ𝜀に占める各ひずみの

内訳をみると，全供試体でひび割れにより生じたひずみ

の割合（𝜀𝑐𝑟𝑎/𝜀）が最も大きく，時間依存ひずみは全ひず

みのうち 1 割程度を占めるという結果になった。特に，

SD30 は𝜀𝑡/𝜀が他 2 つの半分以下になり，水セメント比が

高い方が時間依存変形は大きくなる傾向が確認された。

また，SD45，SD60 で同等の𝜀𝑡/𝜀を生じたことから，RC

の時間依存変形に及ぼす水セメント比の影響は，水セメ

ント比 45 %以上では収束する可能性がある。 

図－6 に持続載荷中における RC 供試体の時間依存ひ

ずみの経時変化を示す。各供試体のひずみは，持続載荷

試験開始後 4 日以内に増大し，それ以降は収束する傾向

にある。また，SD60 は他 2 つの供試体に比べてひずみが

小さくなった。以降の節では，時間依存ひずみを構成す

るひずみについて検討する。 

4.3 乾燥に伴うひずみに関する検討 

図－7 に各供試体の自由収縮，拘束収縮，ひび割れた

RC の収縮のひずみの経時変化を示す。乾燥に伴うひず

みは自由収縮が最も大きく，次いで拘束収縮が大きく，

ひび割れた RC の収縮が最も小さい。また，測定方法ご

とにひずみを比較すると，水セメント比によらず概ね同

等のひずみを示している。一般に，水セメント比が高い

方が乾燥に伴うひずみは大きくなるが，本研究のように

14 日間という短期間では水セメント比の違いに応じた

ひずみの差が確認されなかったものと推察される。 

 

表－4 載荷試験時に生じたひずみ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

SD30 635 854 260 46 548 0.30 0.05 0.64
SD45 587 732 166 78 488 0.23 0.11 0.67
SD60 256 354 103 38 213 0.29 0.11 0.60
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図－6 時間依存ひずみの経時変化 
 

 

図－7 乾燥に伴うひずみの経時変化 
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持続載荷した供試体に生じた乾燥に伴うひずみは，ひ

び割れた RC の収縮と同程度または少なくとも同じ傾向

を示すと推察される。したがって，持続載荷した供試体

に生じた乾燥に伴うひずみは，本研究のように 14 日間

の載荷期間では，水セメント比によらず同程度であると

考えられる。ただし，ひび割れた RC の収縮は鉄筋の降

伏まで単調載荷した後の乾燥に伴うひずみであり，持続

載荷した供試体と荷重履歴が異なるのでその影響につい

ては詳細な検討が今後必要であると考えている。 

4.4 コンクリート単体の引張クリープに関する検討 

(1) コンクリート単体の引張クリープの抽出方法 

コンクリートと鉄筋の部材軸ひずみが一致すると仮

定すると，拘束収縮は以下のように表現できる。 

𝜀𝑠 = 𝜀𝑐𝑒 + 𝜀𝑐𝑐 + 𝜀𝑐𝑠 (4) 

ここに，𝜀𝑠：鉄筋ひずみ（今，拘束収縮に等しい），𝜀𝑐𝑒：

コンクリートの弾性ひずみ，𝜀𝑐𝑐：コンクリートのクリー

プひずみ，𝜀𝑐𝑠：コンクリートの自由収縮ひずみである。

このうち弾性ひずみとクリープひずみの和を有効ひずみ

𝜀𝑐𝑒𝑓と称する。式(1)に基づき収縮を拘束することによっ

てコンクリートに作用する引張応力を求め，それをコン

クリートの弾性係数で除することで弾性ひずみ𝜀𝑐𝑒が求

められる。弾性係数には円柱供試体の圧縮試験から得た

弾性係数（表－3 参照，時間によらず一定であることを

仮定）を用いる。式(4)に基づき，このようにして求めた

弾性ひずみ𝜀𝑐𝑒を有効ひずみ𝜀𝑐𝑒𝑓から差し引くことでとク

リープひずみ𝜀𝑐𝑐（コンクリート単体の引張クリープ）を

求めることができる。 

(2) コンクリート単体の引張クリープの抽出結果 

図－8 に無載荷で恒温室に静置した RC 中のコンクリ

ートの応力とひずみの経時変化，ならびに引張クリープ

の抽出結果を示す。乾燥が鉄筋により拘束されるときの

コンクリート単体の引張クリープは，本実験の範囲では

水セメント比によらず概ね同等となった。コンクリート

に作用した応力も各水セメント比で同等であるので，こ

の引張クリープの傾向は単位応力あたりの値に正規化し

ても同様である。ただし，この結果は乾燥以前に生じた

RC 中のコンクリートの自己収縮を含んでいないため，

その点について別途検討が必要であると考えている。 

持続載荷に供した RC 供試体は，持続載荷開始時にお

いて RC 中のコンクリートの引張応力が 1.0～1.5 N/mm2

程度であり，その応力は持続載荷中，低下していく（図

－5 参照）。一方，図－8 に示す応力は乾燥期間 14 日時

点で 1.0 N/mm2 程度となっており持続載荷に供した RC

供試体中のコンクリートの引張応力と程度が類似してい

る。したがって，持続載荷に供した RC 供試体の引張ク

リープ𝜀𝑐𝑟𝑒に含まれるコンクリート単体の引張クリープ

𝜀𝑐𝑐は図－8 に示す値と同程度以下であると考えられる。 

4.5 付着クリープに関する検討 

(1) 付着クリープの抽出方法 

ひび割れ幅の経時変化はコンクリートの自由収縮と

付着クリープの和にひび割れ間隔を乗じて表現できる。 

𝑤𝑎𝑣𝑡 = 𝐿𝑎𝑣(𝜀𝑏 + 𝜀𝑐𝑠
′ ) (6) 

ここに，𝑤𝑎𝑣𝑡：平均ひび割れ幅の経時変化量，𝐿𝑎𝑣：平均

ひび割れ間隔，𝜀𝑐𝑠
′ ：自由収縮（圧縮正），𝜀𝑏：付着クリー

プ（引張正）である。式(6)に基づき，RC供試体の試験区

間内に生じたひび割れ幅の実測値の平均から，供試体に

生じた付着クリープを求めた。平均ひび割れ間隔は，図

－4 に示す各供試体の試験区間のひび割れ間隔を平均し

て求めた。自由収縮は図－7に示すものを用いた。 

(2) 付着クリープの抽出結果 

図－9 にひび割れ幅の経時変化から求めた付着クリー

プの経時変化を示す。各試験結果の傾向を捉えるため，

同図中には各試験結果を回帰した結果も併記した。本実

験では持続荷重の値が異なる。既報 3)では，荷重を単調

増加させた後に一定の持続荷重を載荷した RC 一軸引張

供試体では，持続荷重が大きいほど持続載荷開始時の付

着が小さいので，付着クリープが小さくなることが確認

された。よって，これらの結果には持続荷重が異なる影

響が含まれるので水セメント比の影響を考察するにはそ

 
図－8 拘束収縮供試体中のコンクリートの応力と

ひずみ 
 

 
図－9 付着クリープの経時変化 
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の影響を取り除く必要がある。持続荷重下の RC 一軸引

張部材のひび割れ間における鉄筋ひずみ分布とひび割れ

近傍の付着損失区間は図－10 に示すようにモデル化で

きる 3)。ここに，𝐿：ひび割れ間隔，𝐿𝑢𝑏：付着損失区間

長，𝜀𝑠：部材軸方向の平均鉄筋ひずみ，𝜀𝑠𝑢𝑏：付着損失区

間における鉄筋ひずみ，𝛼：ひび割れ間における付着損失

区間の割合（= 𝐿𝑢𝑏/𝐿）である。∆𝛼は一定持続荷重作用下

における𝛼の経時的な増加量である。∆𝛼 ∙ 𝜀𝑠𝑢𝑏は付着クリ

ープによる鉄筋の抜け出しを表す。図－9 で求めた付着

クリープは∆𝛼 ∙ 𝜀𝑠𝑢𝑏に相当するので，図－9に含まれる持

続荷重が異なる影響は，持続載荷開始時の鉄筋単単体の

ひずみ𝜀𝑠𝑢𝑏で除することで取り除くことができる。 

 以上の考えに基づき，図－9 で求めた付着クリープを

持続載荷開始時の鉄筋単体のひずみ𝜀𝑠𝑢𝑏で除した結果を

図－11に示す。図より，付着クリープは水セメント比が

高くなるほど大きくなる傾向にある。また，付着クリー

プは載荷後早期段階で急激に増加し，持続載荷後 4 日目

以降収束する傾向にある。 

(3) 付着クリープ機構に関する考察 

4.4(2)に示した引張クリープが各水セメント比で同等

に生じていたことと，図－11の傾向を総合的に考察する

と，付着クリープはコンクリート単体のクリープ現象と

は異なる現象に由来すると考えられる。付着クリープの

発生機構に関する有力な説として，表面に現れない鉄筋

近傍に生じる内部ひび割れの発生・進展が考えられてい

る 5)。ひび割れの発生・進展を破壊力学の観点から考え

ると，単位面積あたりのひび割れを形成するのに消費さ

れるエネルギーであるコンクリートの破壊エネルギーは，

一般にコンクリートの圧縮強度が大きいほど大きくなる。

よって，水セメント比が大きい（圧縮強度が小さい）方

が，単位面積あたりのひび割れを形成するのに消費され

るエネルギーが小さいので，内部ひび割れも発生・進展

しやすく付着クリープが大きく生じたものと推察される。 

  

5．まとめ 

(1) 一定持続荷重を載荷した RC 一軸引張部材の瞬間ひ

ずみ，乾燥に伴うひずみ，コンクリートの引張クリ

ープについて，本研究の範囲では水セメント比によ

る明確な違いは確認されなかった。 

(2) 付着クリープは持続載荷開始 4 日以内に急激に増加

し，その後収束する傾向が確認された。 

(3) 付着クリープは水セメント比が高くなるほど大き

くなった。これは本研究の範囲で確認されたコンク

リートの引張クリープとは異なる傾向である。 

(4) 上記(2)(3)より，付着クリープがコンクリートのクリ

ープと異なる機構により生じることが示唆された。

付着クリープは内部ひび割れの発生・進展により生

じるという説は，上記(3)の結果に整合している。 
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図－10 持続荷重下における鉄筋ひずみの分布のモ

デル化 
 

 
図－11 Δαの抽出結果 
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